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-資料1
早稲田大学における図書館サービスの現状と課題
庁量百亙耳目高石孟扇石否両五百逼面
(1)大学における図書館設置の目的は、その構成員である教職員・
学生によって展閲される教育・研究活動の支援である。本学に
おける図書館サービスは、本学に所属する教職員・学生による教育・
研究活動と密着するかたちで展開されてきた。
(2)本学における図書館サ ビースは、1882年の東京専門学校
の創立と同時に図書室が設置されることから始まる。その後、大
学令の発令にともない早稲田大学としての教育・研究体制の整
備がすすめられることと並行して、1902年には独立した図書館
が新設され、教育・研究活動支援の中核的施設としての「早稲
田大学図書館」のかたちが整うことになった。早稲田大学図書
館は、初代館長である市島春城先生の尽力のもと急速な成長を
遂げ、1925年の新館(現2号館)の竣工により施設的にも内容的
にも、わが国における代表的な大学図書館のlつに数えられるま
で、になった。
(3)わが国の大学図書館としては一長い歴史をもった本学図書
館は、幸いにも関東大震災および第二次大戦期における災禍を
まぬがれ、創立時から蓄積された図書館資料は、現在でも閲覧
可能な状態にある。大学図書館の大きな使命が歴史的文化的
資料の保存とその提供であることを考えると、このことは幸運とは
いえ評価されるべきである。第二次大戦前後の混乱期にあっても、
当時の関係する教職員の努力により図書館蔵書は着実に質的
な向上と量的な拡大をつづけ、これらの蔵書を基撚として混乱
期にあった当時にあっても本学における教育・研究は積極的な
展開をはかることができた。
(4)戦後における本学の図書館サービスは、日本経済が高度
成長期をむかえるまでは、2号館(旧図書館)を中核として順調に
推移してきたといえる。しかし、日本経済の高度成長と第一次お
よび第二次ベビーブームの到来は、日本の高等教育体制に多大
な影響をおよぼし、本学における教育・研究体制も大きな変容を
迫られることとなった。1960年代にはいると高等学院の練馬移転、
戸山キャンパスつづいて大久保キャンパスへの文学部、理工学
部の移転と本学の教育・布|究活動の拡大と歩調をあわせてキャ
ンパスの拡大がはかられた。このことにともない、それまでは集約
的に西早稲田キャンパスの2号館(旧図書館)において提供が
可能で、あった図書館サービ、スも変容を迫られることとなった。
(5)1970年代にはいると、文部省による大学入学者の|臨時定員
増や私学にたいする大幅な経常費補助が開始さオト1、本学も教育・
研究のさらなる拡充がはかられると同時に、学生、教職員の大1日
な増加に直面することになる。このことにより、本学は文字どおり
大規模私立大学としての教育・研究体制の整備をせまられた。
しかし、こうした教育制究体制の拡充、キャンパスの分散・拡大、
学生数の増加!とそれにともなう学習・教育環境の整1il.支援とい
う意味で、2号館(旧図書館)施設を中心とした図書館サービス
の展開は、残念ながら施設的にもまた制度的にも卜分にははから
れなかった。施設面では2号館は図書館施設としては狭院化が
すすみ、収蔵しきれなくなった蔵書の他施設への別置、学内他
施設への図書館施設の一部移転なとを余儀なくされるにいたった。
また、キャンパスの分散化と教職員・学生の量的増加に対!忘した
図書館サービスの組織的、施設的整備は常に後手にまわること
となった。このような事態が今日に至るまで未解決の課題を残す
遠因となっているといっても過言で、はない。次章以降において第
二次大戦後から現在にいたる本学の図書館サービスの展開と
現状の課題について詳述する。
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1 研究支援
(1)研究活動の支援という意味では、1951{:1三の「特殊研究助成費」
をはじめとして、箇所に交付される研究費予算制度などの個別
の財政的研究支援体制が急速に整備された。一方、初|究所の
設置などの組織的な整備、さらに図書館図書予算とは別立ての
学部、大学院捌究科を交付・執行単位とした箇所図書予算が手
厚く交付されることとなり、箇所を単位とした教員図書室、研究所
図書室の整備がすすめられた。さらに、1970年代から1980年代
にかけて、文部省による大型設備助成により、研究支援を目的と
して、箇所に密着した図書室の蔵書の充実を中心とした整備が
加速されることとなる。こうした箇所を基本とした研究体制整備
の背景には、1949年にはじまる新制大学制度にともない、文部省
による研究・教育単位での施設・設備(入学定員、専任教員数、
教室数、蔵書附数等)などの大学設置基準の策定と、それにそ
った各大学にたいする強力な行政指導があったことが推察される。
(2)箇所図書予算(いわゆる箇所教員図書室図書予算)は、当
初は、個別の研究活動を支援する目的で交付される個人研究
費を中心とした箇所研究費予算の充足ないし補完をはかるため
に交付されたと推測される。しかし、当H寺は、箇所固有の施設と
しての教員図書室の整備はかなり立ち遅れていたため、箇所図
書予算の執行の仕組みは多くの箇所で学術資料の選定、執行、
管理を個 の々教員、イす|究室あるいは専修・専攻などの個々の仰|
究単位に委ねる形態をとることとなった。結果として個々に収集さ
れた学術情報資料は、研究単位問での調整をはかられることなし
それぞれの研究室ないし専修・専攻資料室などにおいて管理さ
れることとなったが、利用の緊急性ないし利便性の向上・確保と
箇所における共同利用施設整備の立ち遅れなどの状況を考慮
すると、これは当時一の環境の中で、は当然のことで、あった。しかし、
その後の推移をみると、個人研究費などの研究費予算の急速な
拡充が推進される一方で、、箇所における研究支援施設である教
員図書室ないし研究所図書室の整備が図られたことにより、箇
所の研究支援施設としての図書室は、本学全体の図書館サー
ビスという展望をもちえぬまま、さながら「研究図書館」としての実
態を有するにいたる。また、さきにのべた当初の個々 のfiJl究支援
を単位とした箇所図書予算の執行の形態は、現在でもいくつか
の箇所において維持されることとなった。
(3)大学全体に視点を移してみると、本学の図書予算は、規模
としては大学の規模の拡大と歩調をあわせ、全国の大学のなか
でも有数の水準に到達しているが、他方で、その交付の形態とし
ては図書館をふくめて箇所にたいするいわば「縦割り」交付の
枠組みが形成され、このような財政的な基盤のうえに図書館サ
ービスの分散と組織の分散が成立することとなった。
2 学醤・教育支据
(1)教育活動の支援、学生の学習環境の整備という意味では、
新制大学fljlJ度発足にともない、箇所に学生のための施設として
学生読書室が整備された。特に1960年代にはいると学部学生、
大学院研究科学生数の拡大に対応するため、箇所を単位とし
た学生読者室の整備が急速にすすめられる。とりわけ、学部学
生読書室は、その運営経費(図書購入費用を含む)の一部が学
生の負担とされ、箇所に密着したかたちでの教育・学習活動支
援に特化した読書室の整備は、全国の大学でもユニークな制度
となっている。また、読書室の運営についてもその一部を学生自
身に委ねるなど箇所における必要性と実態にあわせた形態がと
られた。その結果、そこで提供される図書館サービスという視点
からみると、施設およびサービスが箇所に密着しているという意
味で、きわめて質の高いサービ、スを提供することが司ー能となった。
一方、中央図書館では、1962:9ニに教育・学習活動支援の目的か
ら学部学生の利用を主1艮とした「指定図書室J(のちの「学習図
書室J)を設置したが、対象となる学生数との比較において圧倒
的な施設の貧弱さと各箇所学生読書室整備の急速な進展から、
その位置付けはあいまいなものとなった。
(2)こうした1960年代からの箇所における固有の学生読書室
の整備・充実にむけた努力は、所属学生数の拡大にともなう教育
サービス提供の増強であり、学部教育サービスに対して第一次
的に責任をもっ箇所としては当然のことで、あった。したがって、こ
こでは図書館サービスの「分散」がある意味で当然でありむしろ
有意義であったということになるだろう。しかし、他方で、学生読
書室の運営では箇所における学習・教育支援が最優先とされた
ため、箇所間での1賞の連携ないし箇所の枠組みをこえた図書館
サービ、スの提供という意識はきわめて希薄Aなものとなった。こうし
た事情で、箇所に付設された学生読書室は、あくまでも箇所で完
結した図書室という性格が色濃く残ることとなった。
3 図書館組織
(1)図書館サービスが箇所の図書室・読書室を単位として展開・
分散していく過程で、 1二|二l央図書館では、1961年から図書館職員
による部局図書室(各学部に設置された教員図書室など)出向
制度を開始し、分散した図書館サービスの組織而からの連絡・
調整をはかった。この制度により、たとえば全学雑誌総合目録や
音1局洋害総合目録の編纂など、分散した研究コレクションの利用
にかかわる調整に膨大な人的資源が注がれたが、それにもかか
わらず、すでに学内の箇所を単位とした縦割りの組織に分散し
た図書館サービスの調整は困難をきわめた。しかし、一方で、ここ
で、の成果があとで、のべる本学学術情報ネットワークシステム(WI
NE)による箇所間の機能的連携の基盤となっていることも事実
である。また、いくつかの箇所の学生読書室にも中央図書館から
出向職員が配属され学生読沓室の整備がすすめられた。
(2)図書館職員からの出向制度開始当初から並行して箇所に
所属する司書系職員が存在したが、より円滑な箇所間の調整を
はかる目的から1980年代はじめから人事制度のうえで図書館組
織への一元化がすすめられ、箇所に所属する司書系職員はす
べて中央図書館からの出向職員とされた。こうして、本学におい
て図書館サービスを提供する図書館、図書室、読書室は1980年
代後半のピーク時には40箇所弱におよび、専任職員数も、146名(
1989年)へと拡大したが、そのうち部局出向者が46名(1988年)と
ほぼ3分のlを占めることとなり、図書館サービスの分散と歩調を
あわせ図書館l隊員も組織上は一元化されたものの、業務遂行上
は完全に分散体制を余儀なくされることとなった。
4 コレクション
(1)図書館コレクション、つまり蔵書は図書館サービスの主要な
部分を構成する。うえでのべた研究支援、学習・教育支援および
図書館組織における分散体制とは、ほかならぬ図書館コレクショ
ンの分散を意味する。理工学部にij没後設置された理工学部図
書室(当H寺)は、図書室のコレクションの基盤を整備する必要か
ら図書館(2号館)コレクションのうち理工学部門の単行書および、
雑誌のコレクションについて、理工学部設置というかたちで笑質
的に蔵書の移管措置がとられた。これ以降、理工学関係のコレ
クションの収集については、理工学部図書室が分担をすることに
なり、さらに大久保へのキャンパス移Iji互にともない理工学部キャン
パスにおける図書室の施設・設備・組織(専攻別資料室の統合)
の整備がすすめられたこと、他箇所と同様に箇所図書予算の充
実が政策的にはかられたことにより理工学分野の独立したコレク
ションが構築されていくことになる。また、西早稲田キャンパスをふ
くめた他のキャンパスにおいても、各箇所の図書室が施設・設備
の整備をすすめることと並行して箇所における教育・研究活動
に密着したかたちでコレクションの構築がすすめられる。
(2)一方、中央図書館(2号館)では、1980年代まで交付された
図書予算の一部を箇所推薦枠(理工学部を除く)として維持し
自前のコレクションのバランスを保とうとしたが、箇所図書予算の
拡充によりJI~骸化していった。 結果として、中央図書館は、本学
創立矧からのコレクションの蓄積、および篤志家、校友などによる
寄贈特殊コレクションを基取lJとして、主として文学および歴史を中
心とした人文科学系コレクションの拡充に、その存在意義をみい
だしていくこととなる。
団 組織的分散と機能的統合 | 
(1)1960年代から、学内世論として、全学を視野にいれた図書
館政策ないし図書行政の不在を訴える声が常に存在していた。
こうした学内世論の背景には、うえで述べた教育・研究支援両面
での図書館サービスの分散化がもたらす功罪にたいする学内
構成員による多様な評価が存在した。1964年の「図書行政改善
委員会」をはじめとして幾つかの全学的検討がおこなわれたが、
明確な方針が確立されることはなかった。
(2)教育・研究を単位とした図書館サービスの箇所への分散・
拡大は現場に密着した柔軟なサービスの展開を可能とする利
点がある一方で、本学のような都市型大規模私立大学キャンパ
スを念頭におくと、人的・物的資源の効率運用ないし組織運営の
効率の面では極端な分散化がかならずしも利点とはならない。
1980年代にはいると、中央図書館は、この「分散」を「調整」する
方策、つまり、組織的分散を所与の前提とした機能的統合を模
索することになる。換言すれば、分散の利便性を大きく損なうこと
なく人的・物的資源の効率化をはかれる分岐点をさぐるという意
味で、箇所聞を調整する姿勢を堅持した。これには、次に述べる
施設面での整備が大きな支援材料となった。
(3)1980年代後半より本学創立百周年記念事業の展開にとも
ない、1987年には所沢キャンパスの所沢図書館設置、さらに1991
年には安部球場跡地に総合学術情報センターが竣工し、新中
央図書館が開館する。これにつづく西早稲田キャンパスおよび
戸山キャンパスの再整備により、高田早苗記念研究図書館、戸
山図書館が開設されることとなった。ζれらの図書館施設の新設・
再整備により、すでに組織的な整備のすすんでいた理工学図書
館をあわせて、2号館より総合学術情報センターに移転した中央
図書館を中心として、それぞれのキャンパスに学習・研究図書館
機能をあわせもつ図書館群が形成されることになる。すなわち、
全学の共通施設たる総合図書館である中央図書館をハブとして、
人間科学部(所一沢キャンパス)、文学部(戸山キャンパス)および
理工学部(大久保キャンパス)には各々の学生読書室、教員図
書室のサービスのすべてを統合したキャンパス図書館が、また、
西早稲田キャンパスには所在する5学部および、系統箇所の教員
図書室のサービスの一部を統合した高田早苗記念研究図書館(
2号館書庫部分)が成立することになった。
(4)このなかで唯一、高田早苗記念研究図書館は、西早稲田
キャンパスにおける各箇所教員図書室、研究所図書室等の研究
図書だけを集約した研究図書館として開館した。これは、2号館
書庫部分という施設的な制限を前提としたため、これら箇所のす
べての資料を集約することが不可能で、あったからで、ある。その
ため、結果として雑誌コレクションはほぼそのままこれまでの施設
に配置されることとなった。こうした事情により、西早稲田キャンパ
スにおける教員図書室、学生読書室の組織はそのまま維持され
現在にいたっている。
(5)一方、1987年より整備に着手した本学学術情報ネットワー ク
システム(WINE)は、中央図書館および、キャンパス図書館、その
??
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他いくつかの箇所図書室が所蔵する図書資料のほぼ全てを網
羅する図書所蔵目録データベースとしては、全国でも有数の規
模にまで成長している。さらに、1998年のシステムパー ジ、ヨンアッ
プにより、情報ネットワー ク(インター ネット)を基盤とした箇所聞の
図書館サービスの機能的統合は、著しく進展したと許制できる。
E泊唖;;nιtzi湖沼跡事E 諏制調f厚相i・E 
1 コレクションの基軸媒体の多様化
(1)いわゆるIT革命の進行により図書館のコレクションの基中1I
媒体が多様化しつつあることは疑いの余地がない。図書館は、
従来の紙媒体を基jlrlとした学術情報資源の収集・維持・管理・
提供に加えて、図書館サービスの一環として、電子媒体による学
術情報資源の提供・維持・管理も組織的にはからねばならなくな
った。今後、短期間のうちに電子媒体による学術情報資源がす
ぐに紙媒体にとってかわるとは想像しがたいが、このことは、図書
館運営という側面から考えると、紙と電子のふたつの媒体による
学術情報資源の管理・提供を強いられることとなり、図書館資源(人
的、物的、財政的資源)の配分に苦慮せざるをえない局面が当
面継続することが想定される。加えて、昨今の長ヲ|く経済不況と
18歳人口の減少による大学経営環境の悪化はこうした状況に
追い討ちをかけている。
(2)既に、紙媒体のコレクションだけを考えても、各箇所の慢性
的なスペース不足や図書予算の削減と価格上昇にともなう購入
車f誌のタイトル数の恒常的な減少等にしめされるように、箇所に
おける施設・設備および収集・管理体制は限界に達しつつある。
それに加えて、電子媒体コレクションの構築は、これまでの紙媒体
コレクションの構築にあわせて構成されてきた箇所を基本とした
図書予算制度をふくめた現行の本学の図書館組織・illJ度そのも
のが急速に疲弊していることを顕在化させつつある。
(3)これまで、の箇所を単位とした分散型コレクションの構築を合
理的なものであるとし、可能なものとしてきたのは、紙を基jli媒体
とする前提にあった。すなわち、従来は基jll媒体が紙で、あったた
めに、教育・研究を実施する各箇所が付設されたキャンパス図書館、
教員図書室、学生読書室に図書資料を収集・管理し、所属の教
職員・学生に対して図書館サービスを実施することが合理的で、
あり、また、可能で、あったので、ある。しかし、ネットワー ク上で・のアク
セスを前提とした電子媒体について考えると、それらを既存の箇
所を単位として、つまり分散を前提として管理・提供することは、
媒体の特性からも、管理・提供にともなう費用対効果の1J[11聞から
もおのずと限界がある。図書館は、これまで構築してきた紙媒体
のコレクションに対応する目録所在情報データベースにとどまらず、
新たな媒体によるコレクション、つまり電子媒体による学術情報そ
のものにたいする統合的なアクセスの提供というサービスの展開
をはかる必要に迫られている。
2 図書館組織の変化
(1)コレクションの基jli[ll ~具体の多様化ないしシフ トにともない、サ
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ーピスの機能而での統合・拡大とあわせて、業務処理体制の抜
本的な凡直しが必要になっている。これまでは業務処理体制(匡|
占Dl'i組織)と|支卜Ji:館サービスは密抜不可分とされてきた。すでに
述べたように、とりわけ、1960年代からすすめられた箇所を単位と
した|災ト，!?館サー ビ‘スの分散に対応して、q乃J-!:Iま|占館は組織とし
て阿，1}:Dfi職員の出向制度を整備した。しかし、1980年代後半の
140余名をピークとして図書館職員の総数は逓減を続け、100名
を制り込むことはもはや時間のr:UI坦となっている。図書館サービ
スの分散を組織的にささえた図;.!}n1'i組織は、もはや人的な規模
の川組として不可能といわざるをえない。今後、図書館職員の増
只が望めない以上、限られた人的資源の有効かっ適切な再配
分と業務の一層の効率化、外部化を~f(~進する必要がある。 その
うえで、ql;Jミ岡書館、キャンパス図主l'nl'iの整備とあわせて、箇所
に干~~.1うした学生読書室、教員図書室、研究所図書室等も、これ
まで折摘された利点を損なわずに機能的な統合と組織的な分散
がどこまで可能なのか、検討する時期にきている。
(2)rI'火図書館および、キャンパス閑'，I}:nriにおいては、これまでの
経緋からそれぞれ固有の利用 (t'tIlD規則を運用していたが、
2000{ 1~6)-J よりこれら図書館の全学的な共同利川の促進および
利便性の向上の趣旨から共通の利J'lcJ規程とすることとし、運用
を開始している。また、現在、西早稲田キャンパスにおける学部学
生読f!?室について、目録所蔵情報のWINEへの参入と利用(貸
出)税川の統一化、平準化がすすめられている。こうした利用(貸
出)規則の平準化の背景には、WINEによる統合的アクセスを
前提として、分散した紙媒体コレクションにたいする物理的なアク
セスの保証という意味での学内の物流の改普、つまり分散したコ
レクションの有効な利用手段の拡充がはかられてきたことがある。
物流の改善は、図書館・図書室1¥j)I-ル使による「物」の移動や、
学内ファックスの利用にとと。まらず、インター ネットを利用した複写
物の画像il伝送などの可能性も検討されている。今後、図書館サ
ービスの機能的統合が、共同利Jll(ネットワー ク平Jm)といった利
便性および費用対効果といった財政効率の面から不可避である
とするならば、これまでの図書館サービスをささえてきた図書館組織・
制度・業務処理体flJiJの見直しは必至で・ある。
3 当面の検討課題
うえで述べた今後の図書館サービスの展開と方向性をふまえて、
以而の検討謀題となる論点、について示したい。
(1)すでにのべたとおり、図書館が提供すべき学術情報資源は、
加速的に多様化するものと予想される。図書館は、これら学術情
報資源を利用者にたいして有効かつ適切に提供するために、あ
らゆる1f!JITnからみて最適な手段を総合的に検討することが求め
られている。紙媒体から電子媒休におよぶさまざまな学術情報資
源にたいする、総合的かつ統合的なアクセスの提供を、効率的
におこなうためには、制度的基燃の1宮市ilが急務であると考える。
これらの程iHIiは、本学全体のなかで、総合性・一体'性をもってす
すめられるべきである。しかしながら、本学の箇所を基本単位と
したl豆l占予算制度の見直しについては、迎工、戸1、所沢のキャ
ンパス図書館関連箇所をのぞき、さきにのべた経緯により、十分
な検討がおこなわれているとはいえない。すくなくとも箇所間の垣
根をこえた、より柔軟な図書関係予鮮の編成と執行の枠組みに
ついて、検討をすすめることが緊要である。
(2)さらに、電子媒体コレクションの構築と関連して、今後、電子
媒体による学術情報資源の利用が一層加速するであろうことを
考慮し、導入のための意思決定、手続き、提供のあり方などにつ
いて、透明性を確保したかたちで、fj:思形成をはかる仕組みを検
討すべきである。とりわけ、電子媒体による学術情報資源の共同
利用・共有にたいして本学における現状の分散型図書館制度
が効率的に機能できるように、そして、さらに総合性・一体性を発
部するように実効性をもった箇所問の調整を可能にする制度の
確立が必要である。
以上
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